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地球温暖化がさらに進行した場合、 

線状降水帯を含む極端降水は増加することが想定されます 

 

気象庁気象研究所等の研究チームは、日本域を対象に高解像度かつ多

数の気候予測シミュレーションを行い、地球温暖化が進行すると、線状

降水帯をはじめとする暖候期の極端な大雨がさらに増加する可能性が高

いことを明らかにしました。本研究で作成したシミュレーション結果

は、データ統合・解析システム（DIAS）を通じて公開する予定です。今

後の日本の防災、気候変動適応計画の策定等への活用が期待されます。 

 

気象研究所と気象業務支援センター、海洋研究開発機構、京都大学、北海道

大学、寒地土木研究所は共同で、「地球温暖化対策に資するアンサンブル気候

予測データベース（d4PDF）」（用語解説１）を元に、これまでにない日本全

国を網羅した多数の高解像度気候予測シミュレーションを実施しました。 

このデータを分析した結果、地球温暖化の進行に伴い、日本における50年に

一度程度の大雨（用語解説２）や線状降水帯の頻度及び強度が増加し、台風に

伴う大雨も増加することが分かりました。今回実施した5kmメッシュ（水平格

子間隔）のシミュレーションは、d4PDFの20kmメッシュのシミュレーション

に比べて、発生頻度の低い大雨の再現性が向上し線状降水帯の検出も可能とな

りました。線状降水帯の発生頻度は、20世紀半ばから21世紀初頭と比べて、地

球全体の平均気温が工業化以降２度上昇した気候（用語解説３）ではおよそ1.3

倍、4度上昇した気候ではおよそ1.6倍になると予測されました。ただし、本研

究での線状降水帯の定義は、現在気象庁が「顕著な大雨に関する気象情報」の

発表基準として定義している線状降水帯とはやや異なります（用語解説４）。 

本データは今後、データ統合・解析システム（DIAS）を通じて公開する予定

です。本研究で示した大雨に限らず、猛暑や大雪等も含む極端気象に対する今

後の日本の防災、及び地球温暖化適応策策定への活用が期待されます。 

この研究成果は、令和5年9月19日に米国地球物理学連合の科学誌「Journal 

of Geophysical Research－Atmosphere」に掲載されました。 
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１．背景と経緯 

人為起源の温室効果ガス排出の増加に伴う地球温暖化によって、世界平均気

温は1850～1900年頃と比べて既に１度程度上昇しました（IPCC第6次評価報告

書（参考資料①））。近年の気温や海面水温の上昇が、平成29年7月九州北部

豪雨や平成30年7月豪雨、令和元年東日本台風による大雨等に影響を与えてい

たとの報告もあります（令和２年10月20日気象研究所報道発表（参考資料

②）、同年12月24日気象研究所報道発表（参考資料③））。 

地球温暖化がさらに進行した将来において猛暑や豪雨、大雪などの極端気象

がどのように変化するかを調べるため、大規模な地球温暖化予測データベース

「地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測データベース(d4PDF)」（用

語解説１）が作成され、2016年に公開されました。d4PDFは水平約60kmメッ

シュの全球版と、日本域を対象とした20kmメッシュの領域版があり、いずれ

も過去、2度上昇、4度上昇の気候下（用語解説３）において数千年規模のデー

タを有します。d4PDFにより、国内外の極端気象の将来予測研究が大きく進展

しました。 

しかし、d4PDFは領域版でもメッシュ間隔が20kmであるため、狭い範囲に

短時間に多量の雨をもたらす線状降水帯や、複雑な地形の影響を受けた大雨を

再現することはできませんでした。一方、北海道や本州などの地域を対象に、

d4PDFを5kmメッシュに高解像化した計算も実施されましたが（平成30年11月

20日 北海道大学報道発表（参考資料④）、令和元年12月17日 東北大学報道発

表（参考資料⑤））、それぞれ実験設定が異なり、全国一律に評価することは

困難でした。そこで本研究では、日本全国を網羅し、d4PDFの過去、2度上

昇、４度上昇のそれぞれの気候での、のべ720年分のデータ（用語解説５）を

用いて、地域気候モデル（用語解説６）により5kmメッシュに高解像度化し、

日本における線状降水帯を含む極端降水の過去実験及び将来実験を実施しまし

た。 

 

２．主な結果 

（１）線状降水帯の頻度の増加と強化 

のべ720年分の過去実験及び将来実験の結果から、既存の手法（参考資料

⑥）を用いて線状降水帯の抽出（用語解説４）を行いました。過去実験から得

られた線状降水帯の出現頻度分布を図１aに示します。線状降水帯は紀伊半島
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や四国の南東斜面、九州から沖縄で発生頻度が高いことが分かります。この傾

向は気象庁の解析雨量を元に抽出した結果（参考資料⑥）とも整合的です。図

１bに、４度上昇実験における線状降水帯の分布を示します。関東から九州に

かけての太平洋側では出現頻度が増加し、広範囲で10年あたり２回以上の線状

降水帯が発生しています。過去実験と同様に、紀伊半島や四国、九州で線状降

水帯の出現頻度が高くなっています。過去実験では線状降水帯がほとんど抽出

されなかった東北北部や北海道でも、４度上昇実験では少ないながらも抽出さ

れました。 

次に、日本全国で積算した１年あたりの線状降水帯の発生数の頻度分布を調

べました（図１c）。ここでは過去実験と４度上昇実験に加え、２度上昇実験

の結果も加えています。過去実験では年間15-25回に頻度のピークが見られま

すが、２度上昇実験ではピークが30-35回に増加し、さらに４度上昇実験では

35-40回に増加しました。平均的な年間発生回数は、過去実験で23回、2度上昇

実験で31回（過去実験のおよそ1.3倍）、4度上昇実験で38回（過去実験のおよ

そ1.6倍）になっています。４度上昇実験では多い年は年間60回を超える年も

みられました。 

（２）50年に一度の大雨の増加 

 全国を対象におよそ50年に一度程度の大雨（用語解説２）の降水量の変化を

調べました（図2）。過去実験において、50年に一度程度の年最大24時間降水

量は東海から九州にかけての太平洋側と南西諸島で多く、場所によっては600

ミリを超えています（図2a）。これはアメダスの観測データから求めた値と近

い値です（図省略）。４度上昇実験では全国的に増加し（図2b）、特に東海や

九州にかけての太平洋側と北日本で増加率が高く、40%を超える場所も見られ

ました。 

50年に一度程度の年最大１時間降水量は、過去実験では東北南部や関東、九

州西部を含む、太平洋側を中心とした広い範囲で80ミリ以上の値（気象庁の定

義で猛烈な雨）が計算されていました（図2c）。紀伊半島や四国、九州東部、

南西諸島では１時間に100ミリから120ミリを超える値もみられます。アメダス

を用いた解析と比較すると、分布は似ていますが、やや過大評価しています

（図省略）。4度上昇実験では24時間降水量と同様、全国的に増加傾向を示し

ました（図2d）。また、増加率で見ると北日本ほど高く、特に北海道で高くな

る傾向が見られました。将来の極端降水量の増加率が北海道で高いことはこれ
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までも指摘されており（参考資料⑦）、今回も整合的な結果となりました。北

海道は本州以南に比べてもともと降水量が少なく、対策を取る目安の極端降水

量の値も本州以南と比べ小さいものとなっています。ここでの降水量の増加以

上に、水災害に結びつく事例が増える可能性があります。 

（３）梅雨前線や台風による大雨の将来変化 

梅雨期の後半にあたる７月上旬は豪雨災害がたびたび発生しています（平成

30年7月豪雨、令和2年7月豪雨等）。この期間で平均した日降水量の分布につ

いて、過去実験の結果を図3a、その将来変化を図3bに示します。過去実験で

は、梅雨前線による降水帯が九州から東海に東西に伸び、九州や四国、紀伊半

島、東海で降水量が多いことが分かります。将来変化の図3bを見ると、九州西

部を除き、４度上昇実験では東日本から西日本で降水量が減少していました。

この傾向は、確信度は低いもの日本の気候変動2020（参考資料⑧）や地球温暖

化予測情報第9巻（参考資料⑨）でも指摘されており、梅雨前線の北上の遅れ

と日本域での早期の弱化の影響と考えられています。 

極端日降水量（期間内60年間の最大の日降水量）の地域分布を見ると、過去

実験では静岡県や紀伊半島と四国の南斜面、九州で降水量が多く、局地的に

400ミリを超えています（図3c）。極端日降水量の将来変化は平均日降水量と

は異なり、広域で増加傾向を示しました（図3d）。つまり、温暖化が進むと7

月上旬は、九州西部を除く西日本、東日本で総降水量は減少するものの、数十

年に一度のような大雨は全国的にさらに増加することを示唆しています。 

最後に、台風起因で発生する日本の最大24時間降水量（台風の半径500km以

内における日本の陸上で発生した最大24時間降水量）を分析したところ、過去

実験と４度上昇実験のいずれにおいても、5kmメッシュのモデルでは20kmメ

ッシュのモデルに比べてより多くの降水量が再現されました（図４）。一方、

過去実験と４度上昇実験を比較すると、5kmメッシュでは500ミリ/24hr程度

（20kmメッシュでは250ミリ/24hr程度）を境に、出現頻度の将来変化が減少

から増加に転じているのが分かります。台風起因の雨も10年に一度のような大

雨については、降水量が増加する予測となりました。 

 

３．今後の展望 

本研究では高解像度のアンサンブル気候シミュレーションにより、線状降水

帯や梅雨末期、台風による大雨の将来変化を評価することができました。今後
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は、線状降水帯の頻度や強度が変化する要因の分析や、冬季の大雪や夏の猛

暑、台風や温帯低気圧に伴う暴風といった極端気象の将来変化の分析に取り組

んで参ります。本データセットはデータ統合・解析システム（DIAS）を通じて

公開する予定です。将来の気候について、２度上昇と4度上昇の２種類のシナ

リオが存在するため、異なる温暖化レベルによる変化を評価することが可能で

す。本データが幅広く利用され、今後の日本の防災対策や地球温暖化の社会へ

の影響を低減させる適応策への取り組みの推進に役立てられることが期待され

ます。 
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図１ 線状降水帯の出現頻度 

上段が、(a)過去実験と(b)4度上昇実験における線状降水帯の発生数（10年あ

たり）。下段が、日本全国で積算した線状降水帯の年間発生数の頻度分布。

青：過去実験、緑：2度上昇実験、赤：4度上昇実験。過去実験と4度上昇実験

を太線で囲っている。 
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図２ 再現期間50年の年最大24時間降水量と年最大1時間降水量の将来変化 

過去実験における日本の陸上の再現期間50年の(a)年最大24時間降水量

（mm/24hr）と(c)年最大1時間降水量（mm/hr）。(b, d)年最大24時間降水量

と年最大1時間降水量の変化率（%）。4度上昇実験から過去実験を引き、過去

実験で割ることで、変化率（%）として示している。 
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図３ 日本周辺の7月上旬の平均日降水量と期間内最大日降水量の将来変化 

過去実験における(a)7月1日から10日の平均日降水量（mm/day）と、(c)同期

間内の最大日降水量（mm/day）。最大日降水量は過去実験1ケース(60年間)の

最大値を12ケースで平均したもの。台風が日本の近くに存在する日を除いて計

算している。(b, d) 4度上昇実験から過去実験を引いたもの。(b) 期間平均日降

水量（mm/day）、(d)期間最大日降水量（mm/day）。(b)、(d)ともに統計的

に信頼できるメッシュのみ評価。 
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図４20kmと5kmメッシュの地域気候モデルから得られた台風による日本の陸

上における最大24時間降水量 

台風の中心から半径500km以内の日本の陸上の格子点において最大の24時間最

大降水量とその再現期間。黒線が過去実験、茶線が4度上昇実験。実線が5km

メッシュのモデル、破線は20kmメッシュのモデル。線が右に移動すると、同

じ再現期間（例えば10年に一度程度）の降水量が増加することを示す。 
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用語解説 

１) 地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測データベース(d4PDF: 

database for Policy Decision making for Future climate change) 

気象研究所が開発した全球大気モデル（水平約60kmメッシュ）と地域気候

モデル（水平20kmメッシュ）を使用して作成した、地球温暖化気候シミュレ

ーション実験結果のデータベース。後者は、日本域を対象として、過去60年

（1951～2010年を対象）×50メンバー（のべ3000年分）、21世紀半ばに相当

するデータ（のべ3240年分）、21世紀末に相当するデータ（のべ5400年分）

の多数のシミュレーションから成る。過去気候は観測された過去60年間の海面

水温と海氷を全球大気モデルに与えている。一方、２つの将来気候は、過去60

年間のデータから昇温傾向を除き、工業前の状態にしたうえで、将来予測され

る６つの昇温パターンを加えて作成した海面水温と海氷を全球大気モデルに与

えている。また、海面水温に観測誤差程度の微小な値（摂動と呼ぶ）を付与す

ることで、多量の年数の計算（アンサンブル計算）を実現している。 

 

２）50年に一度程度の大雨 

ここでは再現期間50年を言い換えている。再現期間はある現象が平均的に何

年に１回起きるかを表した値である。50年に一度程度は年発生確率1/50と同じ

意味を持つ。再現期間は、気象庁の異常気象リスクマップと同様に、カナンプ

ロットのプロッティングポジション公式をもとに算出した。50年・100年とい

った低頻度の降水量（確率降水量）は、その地点で長い期間においてどれくら

いの大雨が起こりうるかを示す資料であり、防災計画や河川保全計画などの背

景となる気候情報となる（気象庁の解説参照（参考資料⑩））。 

 

３）「過去気候」、「２度上昇気候」、「４度上昇気候」 

 d4PDFデータの中で、過去計算期間60年分（1951年から2010年）を「過去

気候」、RCP8.5シナリオ（用語解説７）に基づき工業化以降の世界平均気温が

２度上昇した気候状態を仮定したとき（21世紀半ばに相当）を「２度上昇気

候」、同様に４度上昇した気候状態を仮定したとき（21世紀末に相当）を「４

度上昇気候」という。2023年現在、工業化以前から既に１度程度昇温している

ため、21世紀初頭との比較ではそれぞれ１度、３度上昇となる。 
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４）線状降水帯の抽出 

Hirockawa et al. (2020, JMSJ)（参考資料⑥）で開発された手法を、5kmメ

ッシュの地域気候モデル用に一部改良した手法で抽出を行っている。３時間積

算降水量が80mm（最大値で100mm）を基準として強雨域を検出し、強雨域の

時間連続性から同一事例を集約する。集約された強雨域の形状や移動から、線

状性・停滞性強雨域を定義し、線状降水帯を判定する。これにより、5kmメッ

シュのモデルでも解像可能な線状降水帯を抽出した。なお、本研究では、日本

の陸上にかかった線状降水帯のみを対象し、観測ではほとんど存在しない15時

間以上継続したものは除外した。暖候期（4月～11月）のみを対象。 

なお、気象庁が発表している「顕著な大雨に関する気象情報」では、降水量

や降水域の形状に関する基準のほか、キキクル（危険度分布）に関する基準を

用いて判定しており、本研究と抽出条件は異なる。（気象庁の解説資料（参考

資料⑪）） 

 

５）720年分のデータ 

本研究では、d4PDFの過去気候の中から12メンバー（1メンバー60年でのべ

720年）、２度上昇気候及び４度上昇気候の中から、6つの昇温パターンをそれ

ぞれ2メンバー（1メンバー60年で、それぞれのべ720年）のデータを用いて、

5kmメッシュの高解像度計算を実施した。 

 

６） 地域気候モデル 

気象庁が以前現業で用いていたメソ数値予報モデル（NHM）を、気候計算用

に改良した領域気候モデル。d4PDFや気象庁の地球温暖化予測情報を作成する

ために使用されている。 

 

７）RCP8.5 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第５次評価報告書における地球温暖

化シナリオのうち最も温暖化が進む想定のシナリオ。RCPは代表的濃度パスの

略。政策的な地球温暖化の緩和策が行われず、気温の上昇が今後も続くシナリ

オ。今世紀末に地球の平均気温が工業化以前に比べて約４度上昇すると予測さ

れる。 
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